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  団塊世代の大量退職、若年層労働人口の減少という構造的な人手不足（１）から、今後現

場で保全業務に携わる人員の減少とともに、技術・ノウハウの継承が困難となり、放置す

れば、インフラ、産業用機械・設備などの予防保全が十分に実施されなくなる恐れが出て

きている。本コラムでは、国のインフラの高齢化問題に対する政府の施策と課題から、主

に診断技術の研究開発が重要になってきていることを述べ、さらに産業用機械・設備では、

機器間通信（Ｍ２Ｍ）、クラウドやビッグデータ解析を適用した故障予測と健全性管理に関

わる診断技術がすでに商業化されつつあること、および海外の事例として、PHM Society

（Prognostics and Health Management Society）（２）（筆者訳：故障予測と健全性管理学会）

（以下ＰＨＭ学会）の国際会議で公表された論文を紹介し、インフラ・設備の診断につい

て、今後の方向性を示す。 

 

  国土交通省は、インフラの高齢化に対処するため、また首都直下地震や南海トラフ巨

大地震等の大規模災害に備えるため、平成２５年１１月に「インフラ長寿命化基本計画」（以

下「基本計画」）を公表した（３）。さらに、上記「基本計画」に基づき、国土交通省が管理・

所管するあらゆるインフラの維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取り組

みの方向性を明らかにする計画として、平成２６年５月には「国土交通省 インフラ長寿

命化計画（行動計画）」（以下「行動計画」）を策定・公表している（４）。なお、「基本計画」、

「行動計画」の策定は、平成２４年１２月２日に発生した「中央自動車道笹子トンネル天

井板落下事故」（５）が契機となって、国土交通省が平成２５年を「社会資本メンテナンス元

年」として取組みを進めてきた（６）ことによる。 

以下、主に「基本計画」からの抜粋である。 

  「基本計画」では、「目指すべき姿」として、２０２０年頃、２０３０年頃、それぞれ

の目標を掲げ、２０３０年には、「国内の重要インフラ・老朽インフラの全てでセンサー、

ロボット、非破壊検査技術等を活用した高度で効率的な点検・補修を実施」し、「老朽化に

起因する重要インフラの重大事故をゼロ」にすることを目指している。そして、国や地方

公共団体の各機関（以下「各インフラを管理・所管する者」）に対し、「基本計画」に基づ

き「行動計画」を策定し、さらに各インフラの管理者は、「行動計画」に基づき、「個別施

設毎の長寿命化計画」（以下「個別施設計画」）を策定することを促している。また、「基本

計画」では、点検・補修等のセンサー、ロボット等の研究開発、市場の整備、国際展開等

の取り組みを通じて、「メンテナンス産業」において、世界のフロントランナーとしての地
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位を築き、我が国のインフラビジネスの競争力強化を実現するとしている。 

これを実現していく上での課題として、①国・地方を通じ職員定数の削減が進む中、

地方公共団体の中には、維持管理を担当する技術職員が不在、もしくは不足している団体

も存在する、②インフラ長寿命化に資する新技術の研究開発・実証やその導入も重要であ

り、国として戦略的に推進していく必要がある、等を挙げ、解決に向けた方向性も提示し

ている。 

 

  課題①の人手不足については、地方公共団体だけでなく、実際の維持管理等の担い手

である地域の建設産業の疲弊や、若年入職者の減少もあり、ノウハウや技術の継承に支障

が生じ、将来の施工力の低下が懸念されている（３）。 

 

商工中金、調査部の鈴木潤氏は、人手不足の原因の一つに、若年層の労働人口不足と

団塊世代の大量退職が背景にあることを説明しており（１）、これが課題①の人手不足の問題

を継続的に深刻にしている要因であることが分かる。 

 

  国、地方公共団体の技術職員、およびその担い手である建設業界の人員不足を補うた

めにも、上記課題②のインフラ長寿命化に資する新技術、特に、センサーやロボット、非

破壊検査技術等、劣化や損傷状況等の様々な情報を把握・蓄積・活用する診断技術を研究

開発し、導入する（３）ことが極めて重要になってくる。このような診断技術をシステム化す

ることにより、人手不足を補完するだけでなく、個々人が保有していた技術・ノウハウを

蓄積・継承していくことが容易になる。 

 

一方、国土交通省、社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会では、産業

競争力強化という視点から、「インフラ長寿命化技術」をまとめ、インフラ健全性評価・劣

化予測のために、体系的に研究開発を推進することを提言している（７） （８）。「インフラ長

寿命化技術」では、具体的に次の内容がテーマとして挙っている。 

  （ⅰ）インフラ健全性評価・劣化予測のための体系的な研究開発の推進 

  （ⅱ）ニーズとシーズをマッチングさせたモニタリング技術基盤の構築 

  （ⅲ）モニタリング要素技術の開発推進 

  （ⅳ）長寿命化とライフサイクルコスト低減を目指した補修技術の開発推進 

  （ⅴ）基幹産業インフラの長寿命化を目指した検査・補修技術の開発推進 

  （ⅵ）インフラ維持管理へのロボット技術の導入推進 

  （ⅶ）アセットマネジメントと民間活力の導入推進 

  （ⅷ）産学官の連携、産業界の業種横断的な協働体制の構築 
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  産業用機械・設備故障の予兆診断技術という視点でみると、以下のように民間企業が

かなり先行して開発、あるいは商業化を行っている。 

  （ａ）日立パワーソリューションズが「予兆診断システム」を開発（日経産業新聞： 2013

年 6 月 17 日）（９）。 

  （ｂ）日本ＩＢＭが、工場の設備などの故障を事前に予測できるシステムを開発（日

本経済新聞： 2013 年 8 月 17 日）（１０）。 

  （ｃ）日立製作所が、工場の大型機械の故障の兆しをアラームで検知し、契約した企

業に知らせるサービスを開始（日経産業新聞： 2013 年 10 月 18 日）（１１）。 

  （ｄ）スイスの重電大手ＡＢＢが、産業用ロボットの稼働データ分析から、故障が起

きる前に部品を交換するサービスを開始（日経産業新聞：2013 年 11 月 22 日）（１

２）。 

  （ｅ）ＮＥＣが、工場や発電所など大規模プラントの「故障の兆し」をいち早く見つ

けるシステムを開発（日本経済新聞： 2014 年 1 月 1 日）（１３）。 

  （ｆ）ＮＥＣは、下水道を走行するロボットが、管内の不具合を自動検知するシステ

ムを開発（日経産業新聞： 2014 年 2 月 17 日）（１４）。 

  （ｇ）ＧＥが、機器からデータを収集し、利用状況を分析し、業務の効率改善などを

提案するサービスを開始（日本経済新聞： 2014 年 4 月 23 日）（１５）。 

  （ｈ）富士通システムズ・イーストが、ビルの設備点検などに特化したクラウドサー

ビスを展開。タブレット端末で入力された点検記録はクラウドに蓄積（日経産

業新聞： 2014 年 4 月 1 日）（１６）。 

  （ｉ）ＮＥＣは、中国電力島根原子力発電所 2 号機に、故障の予兆を発見するシステ

ムを納入し、実証実験を始める（日経産業新聞： 2014 年 5 月 26 日）（１７）。 

  （ｊ）日立ソリューションズが、工場内の機械や設備などを遠隔で監視・制御する「Ｍ

２Ｍリモート・ファクトリー・マネジャー」の提供を始める（日経産業新聞： 2014

年 5 月 19 日）（１８） 。 

  （ｋ）板金機械大手のアマダは、顧客に納めた製造設備の部品交換や故障防止の迅速

化のため、出先（動くオフィス）にて、検索により同様の故障がないか確認す

る(日経産業新聞： 2014 年 5 月 8 日) （１９）。 

  （ｌ）日立製作所は、工場プラントや設備などの診断・監視と保全管理を担う、クラ

ウドサービス「ドクタークラウド」を開始した（日本経済新聞： 2014 年 6 月

25 日）（２０） 。 

  （ｍ）ＩＨＩは、発電用ガスタービンの振動や温度など３００種類のデータをきめ細

かく収集。異常検知だけでなく、原因の診断まで踏み込む（日本経済新聞： 2014

年 7 月 28 日）（２１）。 
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なお、上記診断技術では、機器間通信（Ｍ２Ｍ）、クラウドにより、データを収集・蓄

積し、これらのデータをビッグデータとして解析するという手法が一般的になりつつある。 

 

さらに、全量買い取り制度などで導入が進む太陽光発電システムにおいても、以下の

ように故障予測などの診断技術の開発が行われ、また異常の早期発見サービスなどが展開

されている。 

① 日立アドバンストデジタルが、太陽光発電のパネルごとに電圧を測る装置を取り付

け、遠隔地から異常がないか監視するシステムを発売（日経産業新聞： 2013 年 6

月 5 日）（２２）。 

② 大分デバイステクノロジーが、太陽光発電システムのパワーコンディショナーの変

換効率を測定することにより、異常を発見する装置を開発（日経産業新聞： 2013

年 7 月 30 日）（２３）。 

③ システム・ジェイディーが、メガソーラー向けに、パネル不具合時に「バイパスダ

イオード」の作動状況を測定し、故障個所や断線の有無を判断する自動監視システ

ムを開発（日経産業新聞： 2013 年 10 月 21 日）（２４）。 

④ ＮＴＴファシリティーズが、発電性能を 1日単位で診断し、故障や不具合を調べら

れる発電診断システムを搭載したメガソーラーを岐阜県恵那市に設置（日経産業新

聞： 2014 年 1 月 1 日）（２５）。 

⑤ 三井化学が、千葉県の工場内に太陽光発電所の実証設備を完成。発電を監視する独

自システムも導入。異常パネルを素早く発見する技術の開発につなげる（日経産業

新聞： 2014 年 4 月 22 日）（２６）。 

⑥ シャープが、作業員が屋根から 1 枚ずつパネルを取り外して検査する必要がなく、

住宅用太陽光パネルの故障を効率よく発見するアフターサービスを開始（日本経済

新聞：2014 年 5 月 9日）（２７）。 

⑦ 富士通が太陽光発電の遠隔監視サービスに参入。屋根に設置した太陽光パネルのど

のあたりのパネルに異常があるかを絞り込めるようきめ細かく発電量を検知し、異

常発生時には顧客にメールで通知（日本経済新聞： 2014 年 6 月 3 日）（２８）。 

 

以上のように、国、地方公共団体のインフラに関しては、診断技術の研究開発が開始

された段階であるが、産業用機械・設備に関しては、かなり先行して行われており、今後、

インフラに関する診断技術は、民間技術を応用するという方向で進んでいくであろう。 

 

ここで、本分野における海外の動きの一例として、ＰＨＭ学会（２）について紹介する。 

 

ＰＨＭ学会は、次の３つの基本的な考えのもと、２００９年、ＰＨＭの発展に寄与す

るための非営利団体として設立された。 
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  ・ＰＨＭの知識データベースへ自由かつ無制限なアクセスを提供すること 

  ・ＰＨＭにおける学際的かつ国際的な連携を推進すること 

  ・エンジニアリング分野としてのＰＨＭの発展をリードすること 

 

ＰＨＭ学会の旗艦イベントは、ＰＨＭ学会の毎年の国際会議であり、また、国際ジャ

ーナル（ＩＪＰＨＭ）も出版している。なお、会議中にチュートリアル、ワークショップ、

ＰＨＭデータ解析競技会、実践的な研修が行われている。 

 

  ２００９年から開催されているＰＨＭ学会の国際会議の中から、次の論文を紹介する。 

■「Autonomous Prognostics and Health Management(APHM)」（２９）（筆者訳：自律型の

故障予測と健全性管理） 

   この論文では、無人飛行機（ＵＡＶ）に自律型ＰＨＭの概念を、設計段階から

取り入れることによって、運用中にエンジンの健全性確認、電力管理などの診断／

故障予測が、人間の乗務員と等価な推論能力によって行われ、自律的に是正アクシ

ョンを決定し、実行されることを説明している。 

 

■「Commercialization of Prognostics Systems Leveraging Commercial Off-The-Shelf 

Instrumentation, Analysis, and Data Base Technologies」（３０）（筆者訳：民生の

計装、解析、データベース技術を活用した故障予測システムの商業化） 

この論文では、民生品利用技術と柔軟性のあるモジュール方式の構成、フレー

ムワークによって、広範囲な機械、産業、そして応用分野に使える、故障予測シス

テムを開発し、風力発電システム、原子力発電への適用例を示し、市場に出すこと

ができるレベルであることを説明している。 

 

■「Symbolic Dynamics and Analysis of Time Series Data for Diagnostics of a dc-dc 

Forward Converter」（３１）（筆者訳：ＤＣ－ＤＣフォワードコンバータの診断を行う

ための時系列データの記号力学と解析） 

   この論文では、時系列データに着目したＤＣ－ＤＣコンバータの劣化診断技術

を提案している。この技術の特徴は、時系列データを統計的に解析しやすくするた

めに、データを記号列に変換する記号力学を適用していることである。具体的には、

確度のよい劣化診断を実現するためには、ＤＣ－ＤＣコンバータの変換効率に着目

し、その時系列的な傾向をみることが有効であることを説明している。 

 

■「Diagnostics of Mechanical Faults in Power Transformers - Vibration Sensor 

Network Design under Vibration Uncertainty」（３２）（筆者訳：電力変圧器の機械的

な故障の診断－振動の不確実性のもとでの振動センサネットワークの設計） 
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     この論文では、電力変圧器の機械的故障を検出するため、振動信号に着目し、

センサー数や据え付け位置を調整することによって、基本周波数信号が増加するだ

けなら、巻線の機械的な故障であることが予想でき、２倍高調波が増加しているな

ら、コアの機械的な故障であることが予想され、そして、基本周波数、第２高調波

が増加している時は、両方の不良が発生していることが予想できることを説明して

いる。 

 

  これまで、本コラムで述べてきたことをまとめると以下のようになる。 

（１） 国、地方公共団体のインフラの長寿命化計画は、まだ途に就いたばかりである

が、診断技術の研究開発の成果利用が急がれる。そして、この研究開発成果に

よって、インフラ長寿命化に携わる人手不足、技術・ノウハウの継承の問題を

改善できる可能性がある。 

（２） 産業用機械・設備の診断技術の商業化は、上記インフラに関するより、先行し

ており、国などのインフラに対する診断技術は、産業用機械・設備の診断技術

を応用することになろう。なお、産業用の診断技術では、機器間通信Ｍ２Ｍ、

クラウドによって、収集、蓄積したデータをビッグデータとして解析するとい

う手法が一般的になりつつある。 

（３） 海外では、ＰＨＭ学会が、ＰＨＭの学際的かつ国際的な連携を推進しており、

２００９年から毎年国際会議が開催されている。 

（４） 上記、国際会議では、例えば、無人飛行機を対象に故障予測、健全性管理を自

律的、自動的に行うことができるＰＨＭシステムの概念と適用例が報告されて

おり、また民生品を使って故障診断システムを構築できるとの報告例もあり、

今後のインフラ・設備診断の方向性を示唆している。 

 

  最後に、以下に、今後のインフラ・設備診断の方向性を提示する。 

 

団塊世代の大量退職、若年層の労働人口の減少により、インフラや産業用機械・設備

の保全に携わる人員が不足するだけでなく、これを放置すれば、保全に関わる技術・ノウ

ハウの継承も困難になっていくであろう。このため、インフラ、産業用機械・設備の故障

予測と健全性管理に関わる診断技術の確立によって、人員不足と技術・ノウハウの継承の

問題を解決していく必要がある。そして、無人飛行機で試行している（２９）ように、近い将

来、他の分野でも「診断技術」を「システム化」し、故障予測、原因推定、是正アクショ

ンの決定までを自律的、自動的に行うシステムが出現することになるだろう。さらに、そ

のシステムの決定に従い、自動運転車（３３）に乗ったロボットが是正アクションを実施する

ことになれば、人間の役割は、それによって実現した安全性を享受することに専念すれば

よいことになる。ただし、本システムの健全性をチェックする少数の人員が必要であり、
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インフラ・設備診断の技術・ノウハウは、これらの人達の日常の努力により継承されてい

くことになろう。 
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